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1. 2022年3月期第1四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 23,375 △15.1 54 △94.8 482 △67.1 298 △64.5
2021年3月期第1四半期 27,516 6.7 1,060 △8.1 1,468 △2.9 842 2.9

（注）包括利益 2022年3月期第1四半期  △817百万円 （―％） 2021年3月期第1四半期  1,798百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期第1四半期 41.71 ―
2021年3月期第1四半期 117.60 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年3月期第1四半期 145,377 73,072 50.3 10,202.34
2021年3月期 153,361 74,606 48.6 10,416.54
（参考）自己資本 2022年3月期第1四半期 73,072百万円 2021年3月期 74,606百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

（注）2021年３月期の期末配当は、普通配当50円、特別配当50円であります。 
（注）今期の期末配当は未定であります。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 ― ― ― 100.00 100.00
2022年3月期 ―
2022年3月期（予想） ― ― ― ―

3. 2022年3月期の連結業績予想（2021年4月1日～2022年3月31日）  
（％表示は、対前期増減率） 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 102,600 △3.0 2,310 △49.8 3,210 △43.1 2,010 △37.6 280.63



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料７頁「２． 四半期連結財務諸表及び主な注記 （３） 四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいてお 
 り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があり、将来の業績を保証するものではありません。業績予想の前提となる条件および業績予 
 想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料２頁「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説 
 明」をご覧ください。 
２．2022年３月期の期末配当につきましては、業績等を勘案した上で、開示が可能となった時点で速やかに公表する予定です。 

※ 注記事項

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期1Q 7,353,140 株 2021年3月期 7,353,140 株
② 期末自己株式数 2022年3月期1Q 190,858 株 2021年3月期 190,858 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期1Q 7,162,282 株 2021年3月期1Q 7,162,475 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、国・地域でばらつきがあるものの、新型コロナウイルス感染症

の影響により依然として予断を許さない状況にあります。わが国経済は、企業収益は回復傾向にありますが、その

一方で雇用・所得環境は弱く、個人消費は落ち込んでおり、感染症の動向については不確実性が増しています。 

建設市場においては、公共投資は堅調に推移しているものの、資材価格は上昇傾向で推移し、また民間設備投資

は業種によって弱い動きがみられています。 

このような状況のもと、当第１四半期連結累計期間の経営成績は次のとおりとなりました。

売上高につきましては、建設事業22,574百万円に不動産事業800百万円を加えた23,375百万円（前年同四半期比

15.1％減）となりました。利益面につきましては、営業利益は54百万円（前年同四半期比94.8％減）、経常利益は

482百万円（前年同四半期比67.1％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は298百万円（前年同四半期比64.5％

減）となりました。

 

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末における資産の部は、前連結会計年度末比7,983百万円減（5.2％減）の145,377百

万円となりました。その内訳としましては、流動資産は、前連結会計年度末比6,428百万円減（7.2％減）の83,034

百万円、固定資産は、前連結会計年度末比1,555百万円減（2.4％減）の62,343百万円となりました。 

負債の部は、前連結会計年度末比6,449百万円減（8.2％減）の72,305百万円となりました。その内訳としまして

は、流動負債は、前連結会計年度末比5,931百万円減（9.2％減）の58,402百万円、固定負債は、前連結会計年度末

比517百万円減（3.6％減）の13,903百万円となりました。

純資産の部は、前連結会計年度末比1,534百万円減（2.1％減）の73,072百万円となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2021年５月12日に公表いたしました連結業績予想につきましては、現時点において変更は行っておりません。 

なお、本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は新型コロナウイルス感染症による影響等、様々な要

因により異なる可能性があり、将来の業績を保証するものではありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2021年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2021年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 48,818 44,219 

受取手形・完成工事未収入金等 30,971 32,371 

未成工事支出金 2,136 676 

販売用不動産 70 8 

その他 7,467 5,759 

貸倒引当金 △0 △0 

流動資産合計 89,462 83,034 

固定資産    

有形固定資産    

土地 12,437 12,437 

その他（純額） 4,601 4,633 

有形固定資産合計 17,038 17,070 

無形固定資産 389 471 

投資その他の資産    

投資有価証券 45,906 44,219 

その他 1,473 1,488 

貸倒引当金 △908 △906 

投資その他の資産合計 46,471 44,801 

固定資産合計 63,898 62,343 

資産合計 153,361 145,377 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2021年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2021年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 20,397 17,754 

電子記録債務 9,795 11,369 

短期借入金 8,050 8,050 

１年内返済予定の長期借入金 4,750 4,750 

未払法人税等 1,239 37 

未成工事受入金 11,892 10,575 

完成工事補償引当金 151 145 

賞与引当金 666 323 

工事損失引当金 3,153 3,170 

その他 4,237 2,226 

流動負債合計 64,334 58,402 

固定負債    

長期借入金 500 500 

繰延税金負債 8,199 7,801 

役員退職慰労引当金 281 285 

退職給付に係る負債 2,864 2,871 

その他 2,575 2,444 

固定負債合計 14,420 13,903 

負債合計 78,755 72,305 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,695 3,695 

資本剰余金 522 522 

利益剰余金 49,494 49,076 

自己株式 △516 △516 

株主資本合計 53,196 52,778 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 21,528 20,335 

為替換算調整勘定 △118 △41 

その他の包括利益累計額合計 21,410 20,293 

純資産合計 74,606 73,072 

負債純資産合計 153,361 145,377 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2020年４月１日 
 至 2020年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 

 至 2021年６月30日) 

売上高    

完成工事高 26,381 22,574 

不動産事業等売上高 1,134 800 

売上高合計 27,516 23,375 

売上原価    

完成工事原価 24,859 21,576 

不動産事業等売上原価 265 235 

売上原価合計 25,125 21,811 

売上総利益    

完成工事総利益 1,522 998 

不動産事業等総利益 868 565 

売上総利益合計 2,390 1,563 

販売費及び一般管理費 1,330 1,508 

営業利益 1,060 54 

営業外収益    

受取利息 4 1 

受取配当金 437 441 

その他 16 14 

営業外収益合計 457 457 

営業外費用    

支払利息 22 22 

為替差損 12 4 

その他 14 3 

営業外費用合計 49 29 

経常利益 1,468 482 

特別損失    

投資有価証券評価損 17 － 

特別損失合計 17 － 

税金等調整前四半期純利益 1,451 482 

法人税、住民税及び事業税 571 83 

法人税等調整額 37 100 

法人税等合計 609 183 

四半期純利益 842 298 

非支配株主に帰属する四半期純利益 － － 

親会社株主に帰属する四半期純利益 842 298 

 

- 5 -

株式会社錢高組　（１８１１）
2022年３月期　第１四半期決算短信



（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2020年４月１日 
 至 2020年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 

 至 2021年６月30日) 

四半期純利益 842 298 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 963 △1,193 

為替換算調整勘定 △7 77 

その他の包括利益合計 955 △1,116 

四半期包括利益 1,798 △817 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,798 △817 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。 

これにより、従来は工事契約において、進捗部分について成果の確実性が認められる工事には工事進行基準

を、それ以外の工事について工事完成基準を適用しておりましたが、当第１四半期連結会計期間の期首より、財

又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履

行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。また、履行義務の充

足に係る進捗度を合理的に見積ることが出来ないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は原価回収

基準にて収益を認識しております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる

時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、

完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を算定しま

したが、当該累積的影響額はないため、当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金にはこれを加減せずに、

新たな会計方針を適用しております。また、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える

影響は軽微であります。 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表

への影響はありません。 
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３．補足情報

（１）個別受注実績

  受  注  高

 

2022年３月期第１四半期

2021年３月期第１四半期

百万円

27,997

16,284 

％

71.9 

△30.3 

（注）①受注高は、当該四半期までの累計額

   ②パーセント表示は、前年同四半期比増減率

 

区 分

2021年３月期

第１四半期

2022年３月期

第１四半期
比較増減

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

増減率

（％）

建

 

設

 

事

 

業

建築

官公庁 2 0.0 

80.5 

918 5.1

64.4

916 －

民間 13,110 100.0 17,102 94.9 3,992 30.5

計 13,113 100.0 18,021 100.0 4,908 37.4

土木

官公庁 1,703 53.7 

19.5 

5,565 55.8

35.6

3,862 226.8

民間 1,467 46.3 4,410 44.2 2,942 200.5

計 3,171 100.0 9,976 100.0 6,805 214.6

合計

官公庁 1,706 10.5 

100.0

6,484 23.2

100.0

4,778 280.1

民間 14,577 89.5 21,513 76.8 6,935 47.6

計 16,284 100.0 27,997 100.0 11,713 71.9
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